今治市介護保険住宅改修支援事業費交付要綱
平成17年１月16日制定
今治市要綱第55号
　（目的）
第１条　この要綱は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第41条第１項に規定する居宅要介護被保険者及び法第53条第１項に規定する居宅要支援被保険者（以下これらを「要介護被保険者等」という。）が、法第45条又は法第57条に規定する住宅改修（以下「住宅改修」という。）を行い、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」という。）第75条又は省令第94条に規定する住宅改修費の支給申請（以下「住宅改修費支給申請」という。）をする場合に、介護支援専門員、地域包括支援センターの担当職員又は専門知識を有すると市長が認めた者（以下「介護支援専門員等」という。）が当該住宅改修費支給申請に関して行う理由書作成業務について、住宅改修支援事業費（以下「支援事業費」という。）を交付することにより、住宅改修が適切に行われ、もって要介護被保険者等の福祉の向上に資することを目的とする。
　（支給対象者）
第２条　支援事業費は、介護支援専門員等が居宅介護支援及び介護予防支援の提供を受けていない要介護被保険者等に対し、省令第75条第２項第２号及び省令第94条第２項第２号に定める住宅改修が必要があると認められる理由書（以下「理由書」という。）の作成を行い、当該理由書の作成に係る住宅改修費支給申請があった場合に、当該介護支援専門員等が属する居宅介護（予防）支援事業者（住宅改修について十分な専門性があると認められる事業者を含む。）及び介護保険施設（以下「居宅介護（予防）支援事業者等」という。）に対して交付する。
　（支援事業費の額）
第３条　支援事業費の額は、住宅改修費支給申請１件につき2,000円とする。
　（交付の申請）
第４条　支援事業費の交付を受けようとする居宅介護（予防）支援事業者等は、住宅改修支援事業費交付申請書（別記様式第１号）を住宅改修費支給申請に係る理由書を提出した月の翌月20日までに市長に提出しなければならない。
　（支給決定）
第５条　市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、交付の可否を決定し、住宅改修支援事業費交付（不交付）決定通知書（別記様式第２号）を当該居宅介護（予防）支援事業者等に通知するものとする。
　（支援事業費の返還）
第６条　市長は、詐欺その他不正な手段により支援事業費の交付を受けたものに対し、支給額に相当する金額の全部又は一部を返還させることができる。
　（委任）
第７条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この要綱は、平成17年１月16日から施行する。
　（経過措置）
２　この要綱の施行の日の前日までに、合併前の大西町介護保険居宅介護（支援）住宅改修支援費支給要綱（平成12年大西町要綱第18号）、菊間町介護保険居宅介護（支援）住宅改修支援費支給要綱（平成12年菊間町要綱）、吉海町介護保険居宅介護（支援）住宅改修支援費支給要綱（平成13年吉海町要綱第５号）、宮窪町介護保険居宅介護（支援）住宅改修支援費支給要綱（平成13年宮窪町要綱第６号）、伯方町介護保険居宅介護（支援）住宅改修支援費支給要綱（平成13年伯方町要綱第２号）、上浦町介護保険居宅介護（支援）住宅改修支援費支給要綱（平成13年上浦町要綱第９号）又は大三島町介護保険居宅介護（支援）住宅改修支援費支給要綱（平成13年大三島町訓令第９号）の規定によりなされた手続その他の行為は、それぞれこの要綱の相当規定によりなされたものとみなす。

　　　附　則（平成19年４月１日制定）
　この要綱は、平成19年４月１日から施行し、同日以後に作成する理由書に係る住宅改修支援事業費について適用する。

　　　附　則（平成26年３月７日今治市要綱）
　この要綱は、平成26年３月７日から施行する。

別記様式第１号（第４条関係）

住宅改修支援事業費交付申請書
年　　月　　日　
　（宛先）今治市長
	（居宅介護（予防）支援事業者等）事業者番号
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	住所　〒
事業者名　　
代表者名　　
電話番号　　
	　　　　　　　　　　　　


　　次のとおり、住宅改修支援事業費の交付を申請します。
	作成理由書申請月
	年　　　月分　　

	住宅改修費支給申請件数
	件　　

	支援事業費申請額（上記件数×2,000円）
	円　　


　　（内訳）
	住宅改修費支給申請年月日
	被保険者番号
	被保険者氏名
	工事着工月
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


別記様式第２号（第５条関係）

住宅改修支援事業費交付（不交付）決定通知書
年　　月　　日　
　居宅介護（予防）支援事業者等
　　　　　　　　　　様
今治市長　　　　　印　
　　先に申請のありました住宅改修支援事業費の交付については、次のとおり決定したので通知します。
　　（交付決定分）
	申請対象月
	年　　　月分

	申請年月日
	年　　月　　日

	交付決定件数
	　　交付申請　　　件中　　　件

	交付決定額
	　　交付額　　　　　　　　　円


　　ただし、交付申請　　件中、下表の住宅改修支援事業費の交付については、次の理由により交付しないものとします。
　　（不交付決定分）
	被保険者番号
	被保険者氏名
	不交付理由

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　


　　【お問い合わせ先】
　　　　　〒794―8511　　今治市別宮町一丁目４番地１
　　　　　　　　　　　　今治市　高齢介護課
　　　　　　　　　　　　　電話番号　0898-36-1526
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